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各       障害保健福祉主管部（局） 御中 
 
 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 
 

令和５年度被害者保護増進等事業費補助金（在宅療養環境整備事業） 
第３次公募について（周知） 

 

平素より、厚生労働行政の推進に御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

国土交通省においては、自動車事故により重度の後遺障害を負われた方を介護する御家族の高齢化の進展

等により、介護者がいなくなる、又は介護が困難となった場合(いわゆる「介護者なき後」）でも、引き続き住

み慣れた地域で生活を継続できる環境を整備するため、居宅介護事業所等の人材確保等に係る経費の支援を

行うこととしております。 

別添のとおり、令和５年 11 月 13 日（月）～令和 6 年 1 月 9 日（火）の間、当該事業に係る公募を行うと

の連絡があったことから、補助対象事業者への周知に御協力をお願いいたします。 

 

【補助対象事業者】 

・居宅介護事業所 

・重度訪問介護事業所 
 
なお、具体的な補助の要件等、当該事業に関する問合せは、下記までご連絡お願いいたします。 

 
  

都道府県 
市区町村 

在宅療養環境事業（被害者保護増進等費補助金）に関する問い合わせ先 
自動車事故被害者支援体制等整備事業事務局（在宅療養環境整備事業担当） 
電話：080-7052-5403 
e-mail：koutsujiko-sien@koutsujiko-mlit.jp 



 
事 務 連 絡 
令 和 5 年 1 1 月 9 日 

 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 御中 

 
国土交通省自動車局保障制度参事官室 

 
令和５年度被害者保護増進等事業費補助金（在宅療養環境整備事業）第 3 次公募について 

（周知依頼） 
 

国土交通省では、自動車事故による被害者保護の増進を図るための各種施策を実施しております。 
今般、自動車事故により重度の後遺障害を負われた方を介護する御家族の高齢化の進展等により、介護者

がいなくなる、又は介護が困難となった場合（いわゆる「介護者なき後」） への不安が強く寄せられていま
す。 

一方、介護職員は厳しい人手不足の状況となっているが、自動車事故被害者ヘの訪問サービスについては、
これまで以上に充実した対策が求められています。 

国土交通省としては、こうした声に応えるべく介護者なき後をみすえ、自動車事故により重度の後遺障害
を負われた方が引き続き住み慣れた地域での生活を継続きる環境を整備するため、居宅介護事業所等の新設
及び人材確保等に係る経費の支援を行うこととしております。 

別添のとおり、令和５年11月13日（月）～令和6年1月9日（火）の間、公募を行います。つきましては、地
方自治体及び居宅介護事業所や重度訪問介護事業所を運営する事業者等に対して、本補助事業公募にかかる
ご案内・周知にご協力をお願い申し上げます。また、公募のご案内、プレス資料等を添付いたしますので貴省
におかれましても、報道発表のご協力をお願い致します。 

本補助事業の詳細等につきましては、下記お問い合わせ先までご連絡をお願いいたします。 
 

 
記 

 
 
１．送付資料 

 別紙１：国土交通省プレス発表資料 
 別紙２：公募要領 

 
２．お問合せ先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 
国土交通省自動車局保障制度参事官室 （担当：山本、福田、佐々木） 
電話：03-5253-8111(内線：41418) 03-5253-8580(直通) 
e-mail：hqt-hosyohojo@gxb.mlit.go.jp 

mailto:hqt-hosyohojo@gxb.mlit.go.jp


 

      
              

令 和 5 年 1 1 月 1 3 日 
物 流 ・ 自 動 車 局 保 障 制 度 参 事 官 室 

 
重度訪問介護事業者・居宅介護事業者の人材確保を支援 
～「介護者なき後」の不安解消を目指し、補助事業の公募開始～ 

 
○  自動車事故により重度の後遺障害を負われた方を介護するご家族の高齢化の進

展等により、介護者がいなくなる、又は介護が困難となった場合(いわゆる｢介護
者なき後｣)への不安が強く寄せられている一方、医的ケアを必要とする自動車事
故被害者に対して訪問系介護サービスを提供する事業所の介護職員は厳しい人手
不足の状況となっています。 
 

○  国土交通省では、こうした声に応えるべく、自動車事故被害者の方が在宅生活
の継続を選択肢の一つとして考えられるようにするため、訪問系介護サービスを
行う事業所の新設や開設後に必要となる人材確保、求人情報発信、研修等に係る
経費の支援を行っています。 
 

○  下記のとおり令和５年度実施分に係る第3次公募を開始しますのでお知らせい
たします。 
（制度詳細は別紙参照） 

記 
 

1. 補助対象事業者：自動車事故による重度後遺障害者が利用している、または利用
の予定がある 

①重度訪問介護事業所  又は ②居宅介護事業所 
2. 補助上限額及び諸経費 

・ 開設（増設）初年度：300万円 
①人材雇用費 ②求人情報発信費 ③研修等経費 

・ 開設次年度以降：200万円 
①人材雇用費 ②求人情報発信費 ③研修等経費 

3. 公募期間：令和５年11月13日(月) ～ 令和６年１月９日(火) 
4. 応募方法等 詳細はこちら

（https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha̲tk2̲000146.html） 
 

 

 国土交通省は、令和５年11月13日(月)より、自動車事故被害者の方が介護者な
き後も安心して生活を送ることのできる環境を整備するため、訪問系介護サービ
スを行う事業所の新設や開設後に必要となる人材確保に係る経費の支援を行う補
助事業の公募を開始します。 

■制度に関する問い合わせ先 
物流・自動車局保障制度参事官室 

担当 山本、福田、佐々木 
電話：03-5253-8111(内線41418)、03-5253-8580(直通) 



在宅療養環境整備事業（被害者保護増進等事業費補助金）

自動車事故により重度の後遺障害を負われた方においては、引き続き住み慣れた地域での生活を継続したい
というニーズがある一方、医的ケアを必要とするような自動車事故被害者に対して、訪問系サービスを提供する
事業者の人材不足は深刻です。
国土交通省では、いわゆる「介護者なき後」においても、在宅生活の継続を選択肢の一つとして考えられるよう
にするため、訪問系サービスを提供する事業者の新設や人材確保等への支援を行います。

背景・概要

①求人情報の発信に係る経費

②職業紹介手数料の支援

③研修等経費の支援

④介護職員の人材雇用に係る経費

補助対象事業者

・重度訪問介護事業者
・居宅介護事業者

補助内容

補助上限額

上限３００万円

開業準備段階や開業後障害福祉サービス等報酬を得られるま
での間における資金繰り等を支援

補助率

１／２（利用予定者のうち
自動車事故被害者の割合
が50％超の場合は定額）

①求人情報の発信に係る経費

②職業紹介手数料の支援

③研修等経費の支援

④介護職員の人材雇用に係る経費

上限２００万円

補助対象事業者

補助率

※厚労省の処遇改善加算等との併給調整
を図った上で、一定額を支援

※重度訪問介護従業者養成研修 等

※転職エージェント・人材紹介会社の利用料

※大手就職情報サイト等への掲載料等

対前年度比での賃金改善や求人広告費等を支援

・重度訪問介護事業者
・居宅介護事業者

補助内容

補助上限額

１／２（利用者のうち自動
車事故被害者の割合が
50％超の場合は定額）

新規・増設年度 開業次年度以降

補助制度について

※大手就職情報サイト等への掲載料等

※転職エージェント・人材紹介会社の利用料

※重度訪問介護従業者養成研修 等

別紙
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令和５年度被害者保護増進等事業費補助金 
（在宅療養環境整備事業）公募要領 

1． 本補助事業の趣旨 
本補助事業は、在宅で療養生活を送る自動車事故による在宅重度後遺障害者の介護者が、様々な理由

により介護が難しくなる場合（いわゆる「介護者なき後」）に備え、在宅重度後遺障害者に対する居宅
介護や重度訪問介護を提供する事業者に対し、介護人材確保等に係る経費を補助することにより、在宅
療養環境の整備を推進することで、自動車事故による在宅重度後遺障害者及びそのご家族が安心して生
活を送れるよう環境整備を図ることを目的としています。 

本補助事業は、第三次公募として、令和 5 年 11 月 13 日（月）から令和 6 年 1 月 9 日（火）まで公
募を行いますので、本公募要領を十分ご理解いただいた上でご応募ください。 
 なお、本公募以降の期間につきましては、申し込み状況等に応じて実施する場合があります。 
 
2． 本補助事業の概要 
（１） 補助金事業名 

在宅療養環境整備事業 
（２） 予算額 

2 億 4,118 万円 
（３） 補助対象事業者 
   本補助事業に応募するために必要な要件は、以下のとおりです。 

① 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以
下「障害者総合支援法」という。）第５条第２項に規定する「居宅介護」を行う事業所、同条
第３項に規定する「重度訪問介護」を行う事業所（以下「介護事業所等」という。）であるこ
と。 

② 令和 5 年度に、自動車事故により重度の後遺障害を負った在宅重度後遺障害者（独立行政法人
自動車事故対策機構の行う介護料の支給に係る受給資格を有する者又は自動車損害賠償保障
法施行令（昭和 30 年政令第 286 号）別表第１第２級以上に該当する者をいう。以下同じ。）
が利用している、又は利用する具体的な見込みがあること。 

③ 事業を効率的かつ確実に実施することができる介護事業所等であること。 
④ 過去３年度以内に自動車事故被害者支援体制等整備事業において、補助金の返還を求められ

たことのない者等（団体を含む）であること。 
⑤ 人材雇用費又は賃金改善費の申請をしようとする場合にあっては、次に掲げる要件を満たす

介護事業所等であること。 
一 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ中欄に掲げる人員配置基準を超えた員数の
右欄に掲げる区分の従業員を置いて事業を行っていること。 
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居宅介護 障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律に基づく
指定障害福祉サービスの事業等の人
員、設備及び運営に関する基準（平
成18年厚生労働省令第171号。以下
「指定障害福祉サービスの事業等基
準省令」という。） 

従業者 

重度訪問介護  指定障害福祉サービスの事業等基準
省令 

従業者 

 
二 看護師を置いていること又は社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62 年法律第 30 号）第

48 条の３第１項の規定による登録を受けていること若しくは補助対象となる国の会計年
度中に当該登録を受ける具体的な見込みのある者であること。 

（４） 補助対象経費及び補助率 
補助対象経費は、補助事業実施期間内に支出した経費のうち、補助対象事業を行うために真に必
要な以下に掲げる経費であって、本事業に係る部分のみを明確に区分でき、かつ証拠書類によっ
てその金額や根拠等が確認できる経費となります。 

① 新設または増設に要する経費（以下「新設等支援費」という。）の具体的な経費の科目 

費目  補助対象経費  補助率  

人材雇用費  在宅重度後遺障害者を受け入れるための従業員を雇用す
るための経費のうち、開設１ヶ月前から開設２ヶ月後の
間に従業員に対して支給する給与総支給額及び賞与 

１／２（利用
予定者のうち
在宅重度後遺
障害者の割合
が５０パーセ
ントを超える
場合は定額） 

求人情報発信費 新たな従業員を雇用するための求人情報の発信に要する
経費のうち、就職情報サイト掲載料、職業紹介手数料
（2.(4)③に規定する補助対象事業の範囲であるものに限
る。）、新聞広告、パンフレット等の作成費、その他求
人情報の発信を主目的とした経費で国土交通省が認める
ものであり、かつ、原則として契約価格10万円以上であ
るもの 

研修等経費 在宅重度後遺障害者の受け入れに関する介護の知識・技
術等を習得するための研修、講演会等の参加及び開催に
要する経費であって、2.(4)⑤に規定する補助対象事業の
範囲であるもの 

② 開設次年度以降に要する経費（以下「継続経費」という。）の具体的な科目 
費目  補助対象経費  補助率  

賃金改善費  処遇改善加算等の対象職員における賃金改善の経費(処
遇改善加算等の対象職員における当該年度の賃金改善等

１／２（利用
者のうち在宅
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総額(以下「賃金改善額」という。）と処遇改善加算等
の給付総額の差分（自己負担分）をいう。以下同じ。） 

重度後遺障害
者の割合が５
０パーセント
を超える場合
は定額） 

求人情報発信費 新たな従業員を雇用するための求人情報の発信に要する
経費のうち、就職情報サイト掲載料、職業紹介手数料
（2.(4)③に規定する補助対象事業の範囲であるものに限
る。）、新聞広告、パンフレット等の作成費、その他求
人情報の発信を主目的とした経費で国土交通省が認める
ものであり、かつ、原則として契約価格10万円以上であ
るもの 

研修等経費 在宅重度後遺障害者の受け入れに関する介護の知識・技
術等の向上を図るための研修、講演会等の参加及び開催
に要する経費であって、2.(4)⑤に規定する補助対象事業
の範囲であるもの 

 
③ 2.(4)①及び 2.(4)②に規定する求人情報発信費のうち職業紹介手数料の対象となる補助対象事

業の範囲は、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第 30 条第１項に規定する有料職業紹介事
業者（以下「有料職業紹介事業者」という。）に対して同法第 32 条の３第１項第１号又は第２
号の規定に基づく手数料として支払う経費とする。 

④ 2.(4)①に規定する人材雇用費の対象となる補助対象事業の範囲は、当該年度中に新たに雇用し
た職員の雇用に係る経費とする。 

⑤ 研修等経費の対象となる補助対象事業の範囲は、研修受講料、講師に対する謝金、研修への参
加に係る旅費及び雑費とする。 

（５） 補助対象事業の実施期間 
補助対象事業の実施期間は、令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日の１年間となります。 
なお、2.⑷①並びに 2.⑷②に規定する求人情報発信費及び研修等経費にあっては、補助対象事業
者の選定（採択）後より事業を開始し、令和 6 年３月末日までに事業を完了し、かつ指定する期
日までに支払いを完了することが必要となります。 
上記、補助対象事業の実施期間外に支払われた経費等については、補助対象とはなりません。 

（６） 補助上限額及び交付申請の打ち切り 
補助上限額は以下のとおりとします。 
一 新設等支援費にあっては、１介護事業所等につき３００万円を補助上限額とする。 
二 継続経費にあっては、１介護事業所等につき２００万円を補助上限額とする。 
三 前２号の規定にかかわらず、本補助金の交付状況等により、補助率若しくは補助上限額の変

更又は交付申請の打ち切りを行うことがある。 
 

（７） 研修等経費に係る積算方法 
講師に対する謝金、研修への参加に係る旅費及び雑費の積算方法については、国家公務員等の旅
費に関する法律（昭和 25 年法律第 114 号）等の規定に準じて謝金、旅費及び雑費の積算を行う
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ものとする。 
（８） 補助対象事業の成果・効果の検証・報告 

補助対象事業終了後、事業を実施したことによる成果・効果を検証・報告していただくことが必
要となります。 

（９） 支給の制限 
国、地方公共団体、公益法人等から当該事業と同様の補助金を受けている場合については、本補
助金の補助対象外とする。 

 
3． 本補助事業の選定（採択） 

本補助事業は、２．（３）を満たす者を選定（採択）します。 
また、選定（採択）に当たって応募者が複数の場合は、以下の順とします。ただし、交付希望が多数あ
り、予算の制約の事由により全ての交付希望に添えない場合があります。 
（１）令和 5 年度中に自動車事故による在宅重度後遺障害者が初めて利用する具体的な見込みがある

介護事業所等。 
（２） 既に在宅重度後遺障害者が利用しており、かつ、令和５年度中に具体的な新たな利用の見込み

がある介護事業所等。 
（３） 既に在宅重度後遺障害者が利用しており、かつ、過去に自動車事故被害者支援体制等整備事業

の交付を受けたことがない介護事業所等。 
（４） 既に在宅重度後遺障害者が利用しており、かつ、過去に自動車事故被害者支援体制等整備事業

の交付を受けたことがある介護事業所等（この場合にあっては、直近の経常収支率を勘案の上、
選定するものとする）。 

なお、必要に応じて電話等によるヒアリングを行うことがありますので、あらかじめご承知おきくださ
い。選定（採択）結果については、後日、書面またはメールにより通知します。 

 
4． その他留意事項 

（１） 本事業の執行は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９
号）」によるほか、本補助金の交付要綱及び実施要領に定めるところによります。 

（２） 今回の公募による選定（採択）は、補助金の交付を確約したものではありません。審査の結果、
選定（採択）された場合に、事業を開始（着手）することが可能となり、その後、本補助金の交
付要綱及び実施要領に基づく補助金の交付申請手続きを行っていただきます。当、自動車事故被
害者支援体制等整備事業事務局(以下、「事務局」という。)は、提出された交付申請書の内容を
審査した上で、適当と認められるものについて交付決定及び額の確定を行い、事業者に通知しま
す。 

（３） 補助対象事業に係る経理について、帳簿及び全ての証拠書類を整理し、他の経理と明確に区分
して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければなりません。また、帳簿及び証拠
書類は、事業完了後５年間保存しなければなりません。 

（４） 本補助事業終了後、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」等に基づき、国土交通
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省による立入検査及び会計検査院による実地検査が入ることがあります。 
（５） 補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」等に違反する行為等（例：

他の用途への無断流用、虚偽報告等）をした場合には、補助金の交付決定取消し、補助金の返還
命令、不正の内容の公表等を行うことがあります。 

（６） 本補助事業終了後、申請書兼実績報告書（事業の成果・効果の検証・報告を含む）等の期限内
の提出ができない場合には、補助金をお支払いすることができません。 

（７） 本補助事業終了後、成果・効果に係る報告の情報、支援の事例等を公表します。 
（８）  事務局及び国土交通省に個人情報を提供する場合は、利用者・介護者に対して同意を得るな

ど、施設の個人情報保護方針に基づき対応してください。 
（９） 事務局及び国土交通省の個人情報の取扱いについては、「個人情報の保護に関する法律につい

てのガイドライン（通則編）」に基づき対応いたします。 
（１０） 採否の理由等についてのお問合わせには応じられません。あらかじめご了承ください。 

 
5． 本補助事業の応募方法・問い合わせ先 
（１） 事業者登録 

必要事項を以下のメールアドレス宛てにメール送付ください。内容確認後、登録完了メールを送
付いたします。 
【必要事項】 

事業者名、担当者名、担当者のメールアドレス、電話番号 
【宛先（メールアドレス）】 
  koutsujiko-sien@koutsujiko-mlit.jp 
 

（２） 応募方法 
登録完了メールでお知らせする電子システムによる申請方法に従い、以下の書類１部を募集期間
内に提出ください。 
※ 電子システムによる申請が難しい場合はご相談ください。 

 
【応募に必要な書類】 

① 応募申請書（在宅療養環境整備事業応募申請書） 
② 応募者等の概要【様式 1】、応募者の営む主な事業及びその内容が分かる資料 

（全部事項証明書、会社定款のいずれか） 
③ 事業計画調書【新設等支援費を申請する場合「様式 2-1」、継続経費を申請する場合「様式 2-2」】、

各経費算出根拠の各種資料、利用者の要件が確認できる書類 
④ 成果・効果等調書【様式 3】 
⑤ 補助対象となる介護事業所等における自動車事故によって重度の後遺障害を負った在宅重度後

遺障害者の利用状況がわかる書類 
⑥ 当該年度の収支予算書 
⑦ 直近の財務諸表 
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⑧ 職員名簿 
⑨ 介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表その他補助対象となる介護事業所等における介護

給付費等の算定に係る体制状況等がわかる書類 
※必要に応じて上記以外の書類を求めることがあります。 

 
【応募書類の提出先・問い合わせ先】 
自動車事故被害者支援体制等整備事業事務局（在宅療養環境整備事業） 
東京都豊島区西池袋 5-2-14 5F 
E-mail：koutsujiko-sien@koutsujiko-mlit.jp 


